




環境市民厚生常任委員長報告 

（Ｒ５．１２．１８） 

環境市民厚生常任委員会に付託されました議案について、審査の経

過概要と結果を報告いたします。 

 

まず、第１号議案、令和５年度一般会計補正予算（第５号）の本委

員会所管分について、その主な内容は、民生費では、本年９月診療分

から制度を拡充し、１８歳までの医療費を無償化している、こども医

療費助成経費をはじめ、障がい者福祉サービス事業経費や法内扶助費

などの増加に伴う経費、市立幼稚園の認定こども園への移行に向けた

園舎の環境整備に係る設計業務に要する経費や公立の保育所・こども

園・幼稚園における業務のＩＣＴ化を行うためのシステム導入経費、 

衛生費では、第４期特定健診・特定保健指導の見直しに伴うシステ

ム改修経費の増額補正であります。 

繰越明許費については、市立幼稚園の園舎環境整備に係る設計業務

に要する経費について、令和６年度へわたり事業を実施しようとする

ものであります。 

 



 債務負担行為については、塵芥
じんかい

処理施設の管理運営に係る経費など、

計画的な事務執行を進める必要があるものについて、予算に定めるも

のであります。 

 採決に先立ち、債務負担行為について、木育ひろばを運営するにあ

たっては、利用者のニーズを把握する中で、事業者に対する運営経費

の補填
ほ て ん

が発生しないよう、注視していく必要があるとの賛成討論があ

りました。別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原案可決すべ

きものと決定しました。 

 

次に、第２号議案、令和５年度国民健康保険事業特別会計補正予算 

（第１号）については、職員人件費等に係る増額補正であります。 

別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原案可決すべきものと決

定しました。 

 

次に、第３号議案、令和５年度介護保険事業特別会計補正予算 

（第２号）については、居宅介護サービス給付経費等の増額に伴い、

必要となる経費の増額補正であり、別段異論なく、採決の結果は、全

員をもって原案可決すべきものと決定しました。 



次に、第４号議案、令和５年度後期高齢者医療事業特別会計 

補正予算（第１号）については、職員人件費に係る増額補正でありま

す。別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原案可決すべきもの

と決定しました。 

 

次に、第７号議案、令和５年度病院事業会計補正予算（第１号）に

ついては、職員人件費や材料費などの増額補正であります。 

債務負担行為については、給食業務に係る経費など、計画的な事務

執行を進める必要があるものについて、予算に定めるものであります。 

別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原案可決すべきものと決

定しました。 

 

 次に、第１２号議案、国民健康保険条例の一部改正は、「全世代対

応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一

部を改正する法律」の一部の施行に基づく、国民健康保険法施行令の

一部改正に伴い、出産被保険者について、出産予定月の前月から翌々

月までの期間の保険料を減額するための改正等をしようとするもの

であります。 



別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原案可決すべきものと決

定しました。 

 

 次に、第１３号議案、亀岡市立認定こども園条例及び亀岡市立保育

所条例の一部を改正する等の条例の制定は、多様化する保育ニーズに

対応し、子どもの健やかな育ちを支援するため亀岡市立保育所及び幼

稚園の設置に代えて、亀岡市立認定こども園を設置するために必要な

規定整備を図るものであります。別段異論なく、採決の結果は、全員

をもって原案可決すべきものと決定しました。 

 

次に、第１４号議案、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業

の運営に関する基準を定める条例の一部改正は、地域の自主性及び自

立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関す

る法律の制定に基づく就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的

な提供の推進に関する法律等の一部改正に伴う所要の規定整備を図

るものであります。別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原案

可決すべきものと決定しました。 

 



次に、第１６号議案、令和５年度一般会計補正予算（第６号）の 

本委員会所管分について、その内容は、国において、１１月２９日に

「デフレ完全脱却のための総合経済対策」に基づく国の補正予算 

（第１号）が成立したことを受け、国の動きと連携し、機を逸するこ

となく、物価高騰の影響を受けている生活者や事業者へ支援を行うも

のであります。民生費では、低所得者世帯への負担を軽減するため、

既に取り組んでいる１世帯３万円の給付に加え、１世帯７万円を給付

する経費の増額補正であります。別段異論なく、採決の結果は、全員

をもって原案可決すべきものと決定しました。 

 

次に、第１７号議案、亀岡市手数料徴収条例の一部改正は、戸籍法

及び地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に基づく

戸籍証明書等の広域交付制度の開始や情報連携による証明書添付の

省略を可能とすることで、市民の利便性の向上と事務の効率化を進め

るために必要な規定整備を図るものであります。別段異論なく、採決

の結果は、全員をもって原案可決すべきものと決定しました。 

 

 



次に、本委員会に付託された請願について、審査の経過概要と結果

を報告いたします。 

 まず、受理番号１、「物価高騰に見合う年金支給を求める請願」に

ついて、その趣旨は、物価高騰に見合う年金の支給を求める意見書を、

国に対して提出するよう求めるものであります。 

 審査では、請願者からの意見陳述の機会を設け、それに対する質疑

を行いました。 

 採決に先立ち、年金の財源は現役世代の保険料で成り立っているが、

現役世代の収入が物価高騰に追いついておらず、低所得世帯に向けた

給付事業なども進められている中で、物価高騰対策は年金構造に限っ

たものではなく、幅広い視点で考えていくべきであるため反対すると

の討論がありました。 

一方、請願の内容が実態であり、物価高騰による影響が深刻な状況

にある中で、それに見合った年金の支給を国に求めることは適切であ

るため賛成するとの討論がありました。 

 採決の結果は、賛成少数により不採択すべきものと決定しました。 

 

 



次に、受理番号２、「建設アスベスト被害の全面解決へ向けた意見

書の提出に関する請願」について、その趣旨は、建設アスベスト被害

の全面解決へ向けた意見書を、国に対して提出するよう求めるもので

あります。 

審査では、請願者からの意見陳述の機会を設け、それに対する質疑

を行いました。 

 採決に先立ち、国の責任において被害者の救済、補助制度の創設を

行うべきであるため賛成するとの討論がありました。 

別段異論なく、採決の結果は、全員をもって採択すべきものと決定

しました。 

 

以上、簡単ではありますが、本委員会の報告といたします。 
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